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１．法人の基本理念 

 

健翔会の名に秘められた思い。 

それは、障害のある人たちが、地域で健やかに羽ばたいている姿を思い描いています。 

「障害者が地域のなかでともに生きる社会」 

   それが健翔会の願いです。 

その社会に向かって私たちができることを、一歩一歩着実に進めていきたいと思います。 

 

聖書にある  「一粒の麦が地に落ちてもそのままであればやがて枯れて失ってしまうだ

けだが、地に落ちて死ねばその実は豊かに実を結ぶ。」 

この時、地に落ちたのは麦の種です。 

麦の種は形を変え、芽を出し、成長し、新たなたくさんの実を実らせ「麦の穂」が誕生し

ました。 

 

そしてこの時、麦の種が落ち、芽を出した場所は「大地」です。 

「大地」は温かく麦の種を迎え入れ、そして成長させました。 

 

様々な植物が成長していくときに必要な水。雨は大地を実り豊かなものにします。その雨

が上がり太陽との共同作業で出来上がったのが「にじ」です。その色とりどりに輝いた姿

を「にじいろ」と表現し、これから大きく羽ばたいていく子どもたちの支援も進めていき

ます。 

 

法人の理念が「障害者が地域でともに生きる」とあるように、麦の種が大地に落ちて新た

な芽を出すように、障害者が地域の中で新たな芽を出すような、そんな社会を作っていき

たいと考えています。 
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＜健翔会 法人の運営方針＞ 

1. 1 障害者総合支援法に基づき、主に知的障害者に通所していただき、介護を提供し

ます。（障害福祉サービス事業 麦の穂 大地） 

2 児童福祉法に基づき、支援を必要とする障がいのある子どもを、発達支援や居場

所づくりを目的として放課後や休日、夏休みなどに預かります。（障害児通所支援事

業 にじいろ） 

2. 1 個々の利用者の人格を尊重し、個性や適性に目を向けた生活介護を実施し、生き

がいの持てる、充実した生活が出来るように自立を目指し、また、利用者の心理的側

面に目を向けこれをケアし、安定した生活ができるように配慮していきます。（障害

福祉サービス事業 麦の穂 大地） 

2 自立した日常生活に必要な訓練や創作的活動、地域交流の機会などを提供し、子

どもの利益の保障と健全な育成を図ります。（障害児通所支援事業 にじいろ） 

3. 情報開示できることは積極的に開示に心がけます。 

4. 地域との交流を深め、利用者が社会的にも自立できるように支援します。 

5. 職員の資質向上のため研修会等に積極的に参加し、福祉関連の資格を取得することを

奨励します。 

 

私たちは、以上の理念と方針を正しく理解し、様々な活動を通して、これを具体的な形と

して現していきたいと考えています。 

 

  

 

 



2026 年度（令和 8年度）事業計画   

3 
 

２.中期的な経営の基本方針（2026年～2030年度） 

1. 地域共生 

 

地域共生は「地域に必要とされ続ける法人」であるための基盤です。単なる交流や

イベントではなく、地域課題の“共解決”につながる仕組みづくりが鍵になります。 

 

 

 

2. 質の向上 

 

質の向上は、利用者満足だけでなく、行政評価・加算・職員定着にも直結します。ポ

イントは「見える化」と「標準化」です。 

 

 

 

3. 職員の専門性強化 

 

専門性は法人の競争力そのものです。 

研修の“量”ではなく“戦略性”が重要になります。 

 

 

 

4. 持続可能な運営 

 

人口減少・人材不足・物価高騰の中で、持続可能性は最重要テーマです。 

財務・人材・事業構造の 3点で考えます。 
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３．2026年度の事業方針・重点的な取組みと課題 

 

１.2026年度の健翔会としての取り組み・考え方 

私たち健翔会の 2026 年度は、これからの福祉の発展につながるように 

スタッフ一人一人の成長を期待して、 

 

① 理念をつなごう 

私たちの理念は、日々の支援や運営判断の基準となる“指針”で

す。一人ひとりが理念を理解し、つないでいくことで、利用者の

安心と私たちの成長を支える力が生まれます。 

 

② 言語化する 

「ことば」には不思議な力があります。言葉によって励まされた

り、慰められたり、また言葉で傷ついたりもします。気持ち、考

えを言葉にしてみましょう。 

 

③ 構造化・見えないものを見えるように 

業務を安定して進めるためには、情報や手順を構造化し、誰が見

ても同じ理解ができる状態にすることが欠かせません。ミスを減

らし、判断を早め、支援の質をそろえる力になります。整理し、

共有できる形にしていきましょう。 
 

を総合的な考え方として進めていきます。 
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２. 「障害者が地域のなかでともに生きる社会」を目指すための事業方針 

私たち健翔会は、1. 2026 年度の健翔会としての取り組み・考え方を取り入れて、以下の

各項目を事業方針を進めてまいります。 

 

① 地域共生 

障害のある子ども、障害のある大

人、、、誰もが、ありのままに、その

人らしく地域で暮らすことが出来

る地域共生社会を実現するため

に、創造的な福祉を実践します。 

障害福祉サービス事業において

は、家族や地域とのつながりを作

ります。 

障害児通所支援事業においては、

長期的な視点に立った支援のあり

方、自立に向けた支援、仕組みを

整えます。福祉事業者としてご利

用者と対峙するだけでは問題の解

決は難しいと考え、一般の民間企

業、行政、市民との協働を進め、

楽しく地域で暮らせる社会の実現

を目指します。また、利用者や利

用児童、その家族の声を聴き、ニ

ーズをから必要とされるサービス

を検討することで、前述の目標を

達成していきます。 

 

（1） 地域の困りごとを可視化する仕組み 

行政・社協・学校・医療機関などと定

期的に情報交換し、地域の“未充足ニ

ーズ”を把握する場を設ける。 

例：8050 問題、ヤングケアラー、障害

児放課後支援、独居高齢者の見守りな

ど。 

 

（2） 法人の強みを地域に開く 

生活支援・相談支援・送迎・食事提供・

専門職の知見など、健翔会が持つ機能

を地域に還元する形で提供する。 

 

（3） 地域住民が参加しやすい関係づくり 

「支援する側／される側」を分けない

仕組み（ボランティア、サロン、共助

活動）を育てることで、地域共生の“持

続性”が高まる。 
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②  質の向上 

社会の多様性は当然職員の多様性

ともつながります。職員が自ら学

び、自ら創造し、向上していける

ような仕組みを整えます。教育、

研修という言葉だけではなく、組

織の在り方も検討していきます。

仕事が楽しく、面白みがあるよ

う、職員ひとりひとりの創意工夫

やアイデアを大切にします。学び

の機会にはＩＣＴの活用のほか、

ほかの福祉事業者との連携するな

ど、情報交換を含め、広い視野を

もって対応します。 

 

（1） サービスの質を測る指標を明確化 

利用者の生活の質（QOL）、支援プロセ

ス、事故・ヒヤリ、家族満足度などを定

量化し、改善サイクル（PDCA）を回す。 

 

（2） 支援の標準化と個別化の両立 

マニュアル・ガイドラインを整備しつ

つ、個別支援計画の質を高めるための

ケース検討会を定例化する。 

 

（3） ICT・デジタル化の活用 

記録の効率化、情報共有の迅速化、見

守り機器の導入など、職員の負担軽減

と質向上を同時に実現する。 

 

 

③ 職員の専門性強化 

厚生労働省の報酬改定における重

要なポイントは「職員の専門性に

対する加算強化」です。強度行動

障害養成者研修をはじめ、重度障

害者に対する意思確認のプロセス

研修など、専門的な支援を求めら

れています。 

このため健翔会でも職員のスキル

アップ強化を図るように、意識的

に学びの場を設けるようにしてい

きます。 

外部研修をはじめとする、法人外

の人脈を作るなど、将来における

事業所、施設、法人の運営の中核

になる職員の育成にも取り組んで

まいります。中核的な人材の育成

を進め、法人として持続的な発展

に取り組みます。 

 

（1）キャリアパスに基づく研修体系の構築 

新人 → 中堅 → リーダー → 管理職

と段階的に必要なスキルを明確化し、

研修を体系化する。 

 

（2）OJT とケース会議の質向上 

現場での学びが最も効果的。先輩職員

の指導力向上、ケースレビューの仕組

み化が鍵。 

 

（3）専門職の横断的な学びの場 

相談支援、生活支援、看護、リハ、児童

支援などが互いの専門性を共有するこ

とで、支援の幅が広がる。 

 

（4）外部研修・資格取得の支援 

行政研修、協議会、学会、資格取得支援

など、法人として投資する姿勢が定着

率と質向上につながる。 
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③ 持続可能な運営 

持続的な成長のためには、安定

した経営基盤が必要になりま

す。財務状況については、毎月

報酬額、利用者延べ人数等のモ

ニタリングを実施し、業務改善

が必要な事業所への指示指導に

つなげます。法人本部事業につ

いては、外部委託を行い、兼務

する職員の業務量の軽減を図る

とともに、効率化を進めていき

ます。 

自然災害、感染症の拡大等による

業務停止への対策を各事業所と

も確実に進められるよう整備し

ます。 

これらの取り組みができる中核

的な人材の育成を進め、法人とし

て持続的な発展に取り組みます。 

 

（1）財務の安定化と収益構造の多様化 

加算取得の最大化、稼働率の安定、補助

金・助成金の活用、地域連携による共同

購入などを組み合わせる。 

 

（2）人材確保と定着の強化 

働きやすさ（業務効率化、休暇取得、メ

ンタルケア）と働きがい（評価制度、キ

ャリアパス）の両立が不可欠。 

 

（3）事業ポートフォリオの見直し 

地域ニーズ・制度動向を踏まえ、伸ばす

事業・守る事業・見直す事業を明確にす

る。 

 

（4）BCP とリスク管理の強化 

災害・感染症・人員不足などのリスクに

備え、法人全体での対応力を高める。 
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３.具体的な取り組み 

 

○法人本部 

 

評議員、理事及び監事の構成 

理事 監事 評議員 

6名 2名 8名 

※評議員は法人運営、事業所運営のサポーターとなる役目もあり、できるだけ多くの方に

評議員となっていただくことが、障害者児支援のために有益と思われます。 

 

実施事業 

1.理事会、評議員会 開催計画 

理事会の意思決定に基づき、法人全体や各事業の計画的な進行管理を行う。 

理事会 2026年 5月 29日 

2025年度事業報告 

2025年度決算報告 

評議員会開催、議案策定 

その他 

評議員選任解任 

委員会 

開催予定はありませ

ん 
評議員改選による新評議員選任 

評議員会 2026年 6月 12日 

2025年度決算報告承認 

理事・監事選任 

その他 

理事会 2026年 6月 12日 

新理事長選任 

2025年度決算登記 

その他 

理事会 2026年 11月 20日 

2026年度事業活動経過報告 

その他 

※評議員の理事会へのオブザーバー参加予定 

理事会 2027年 3月 5日 

2026年度補正予算案 

2027年度事業計画案 

2027年度予算案 

2026 年度事業活動経過報告 

その他 
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2.収支状況等の法人の運営上の課題について情報を内外から収集し分析する。 

・企画運営会議 新規事業、問題点課題など対応策を含め、事業所の運営をサポート、

また問題事項等は理事会に報告 

・報酬改定に伴う減算や加算を研究し、利用者児のケア向上に伴う加算を研究する。 

 

3.コンプライアンス順守、各種ハラスメント防止に向けた内部研修会の開催 

 

4.各種委員会の開催 

・業務継続計画（自然災害、感染症被害）に基づく研修内容と訓練実施概要の策定 

・感染症対策委員会の開催と各事業所における研修内容の策定と訓練実施概要の策定 

・虐待防止委員会の開催と各事業所における研修内容の策定 

・身体拘束適正化委員会の開催と各事業所における研修内容の策定 

・個人情報管理委員会の開催 

・各事業所の洪水時の避難確保計画に基づく訓練のサポート 

 

5.開かれた社会福祉法人として、法人事業活動、財務状況等をホームページで公開 

・社会福祉事業を広く知っていただくほか、人材獲得・利用者、利用児童の獲得に向け

ホームページ等広報活動の充実を図る。 

・ホームページのリニュアルを検討 

 

6.ご利用者・ご利用児童のニーズの汲み取りから新規開設事業の検討 

・サービス評価に対する事業所ごとに対策・対応、公表 

・新しい事業所開設の研究 

・新規事業に関する研究 

 

7.地域生活応援事業の継続的展開 

・地域のひとり親への生活支援（2016年度からの継続事業） 上限 30世帯 

・障害児家族への情報提供・勉強会の開催 

・障害者児家族への事業運営報告、情報提供・勉強会等の開催 

 

8.福祉にまつわる情報を収集、人材育成のためのセミナーの活用 

・埼玉県社会福祉協議会への継続加入 

・行田市社会福祉協議会への継続加入 

・行田市障がい者ネットワークへの継続加入 

・外部研修・セミナーへの参加 


